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平成１６年の観光調査結果について 

～観光客数４，５００万人突破！経済波及効果は 1 兆円超に～ 

 
 京都市では，平成１３年１月に策定した「京都市基本計画」において，平成２２年までに年間入洛

観光客数５，０００万人を達成することを目標に掲げ，現在，「京都市観光振興推進計画～おこしや

すプラン２１～」に基づき，積極的な観光振興に取り組んでいます。 
この度，平成１６年の観光調査結果がまとまり，入洛観光者数が４，５００万人を突破し，４年連

続過去最高を記録することがわかりました。また，今回初めて調査した経済波及効果は１兆１０３億

円に上り，観光が京都経済に及ぼす影響の大きさが明らかになりました。 
「心の時代」である２１世紀に当たり，「京都創生」の取組を進め，自然や文化，景観など京都の

魅力を内外の多くの方々に満喫していただくためにも，観光をこれまで以上に都市経営上の重要政策

に位置づけ，新たな観光振興推進計画を策定する等，オール京都での観光振興を推進して参ります。 
 

１  全体的な概況 

○入洛観光客数は４，５５４万４千人に（４年連続過去最高）  

平成１６年の京都市の入洛観光客数は，これまで最も多かった前年（４，３７４万人）を 
１８０万４千人（４．１％）上回る，４，５５４万４千人となり，４年連続で過去最高を記録した。 

 
○観光消費総額は５，３４８億円（過去最高・前年比１１．６％増） 

前年に比べ，約５５４億円（１１．６％）の増加となった。これは，観光客数の増加に加え，消

費額の高い宿泊客の比率が高まったことにより１人当たり消費額を押し上げたためと考えられる。 

区      分 平 成 １ ６ 年
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     千人

 ４３，７４０

     千人
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     ％
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     億円

  ５，３４８

     億円

  ４，７９４

     億円

    ５５４   １１．６

１人 当 たり平 均 消 費 額          
      円

 １１，７４３

      円

 １０，９６０

      円

    ７８３  ７．１

 

○観光消費による京都市の経済への波及効果は１兆１０３億円 

経済波及効果は約１兆１０３億円であり，観光消費総額の１．８９倍となる。市内総生産に対す

る比率は約７．５％であり，国レベル（国内観光関連産業の対ＧＤＰ比：約５．７％）より高く，

観光の経済に与える影響の大きさがうかがえる。また，雇用創出効果は８万１千人と推計できる。 
今後，さらに経済波及効果を高めていくためには，一人当たり平均消費額の増加をはじめとする

観光消費総額の向上と，原材料等の市域内での調達割合等をさらに高める必要がある。 



 
２  背景分析 

NHK 大河ドラマ「新選組！」の効果や，嵐山温泉・大原温泉の相次ぐ開湯，町家人気や滞在型

観光につながるライトアップ事業等の定着，全国的な「京都ブーム」等を背景として，花灯路や岡

崎の十石舟めぐり，また国のビジットジャパンキャンペーン事業と連携した外国人観光客誘致など，

積極的な観光振興施策が功を奏し，年間を通して好調を維持している。 
 



参 考 

 
＜観光客数について＞ 外国人観光客は過去最高（20.7％の大幅増），修学旅行客は１００万人台を確保 

 

○外国人観光客数：前年比９万３千人増（２０．７％）の５４万４千人となり，過去最高を記録した。 

○修学旅行客数：前年比１万３千人減（△１．２％）の１００万７千人となり，対象生徒数が減少 

（△２．９％）する中ほぼ前年並み・１００万人の大台を確保した。 

 

＜観光消費による経済波及効果について＞ 

○目的：観光消費の京都市経済に対する影響を推計することにより，新たな観光振興推進計画を策

定する上での参考資料とし，今後の観光戦略に役立てる。 

 

○概要：観光における消費活動は，京都市内の様々な経済活動へと波及する。この点に着目し，観

光消費総額のうち市内にとどまった金額（直接効果額）が生み出した波及効果を算出し，観

光消費総額に加えたものが経済波及効果である。 

 

○調査方法：財団法人日本交通公社に委託し，算出は国土交通省開発の算出システムを活用。 

 

●経済波及効果に含まれる要素（別紙 概念図参照） 

    ③うち付加価値額※ ３（人件費・利益等）   １，６９５億円 

  （雇用人数換算（人件費相当分））･･･（Ａ） （５．１万人）

 

●経済波及効果と観光消費総額の比率 
 

  観光消費による経済波及効果の総額  １ 兆 １ ０ ３ 億 円  

観光消費総額           ５，３４８億円 
 

    

 

●市内総生産との比較 
 

 観光消費の生み出す付加価値の総額    ４，３３６億円 

   市内総生産                            

 

 

 

 

 

①平成１６年観光消費総額※１ ５，３４８億円 

  うち市域内にとどまる観光消費額（直接効果額※ ２） ３，７３７億円 

②直接効果額を基とする市域内生産波及効果※４の総額   ４，７５５億円 

    ④うち付加価値額（人件費・利益等）   ２，６４１億円 

  （雇用人数換算（人件費相当分））･･･（B） （３．０万人）

（①＋②）観光消費による経済波及効果の総額 １１ 兆兆 １１ ００ ３３ 億億 円円  

   （③＋④）うち付加価値の総額 

   （雇用人数換算（人件費相当分））･･･（A）＋（B） 

  ４，３３６億円 

（８．１万人）

  ＝約７．５％ 
各産業の生み出す付加価値の合計で，

市内の経済活動を数値化したもの 

５兆７，９６２億円 
※平成１４年度数値 

  
＝１．８９ 

GDP（国内総生産）におけ

る国内の観光関連産業の

比率＝約５．７％ 

他都市（札幌市１．４３，大阪市１．４４，神戸市１．５０，北九州市１．３８）に比べ高い数値

であり，市域内にとどまる観光消費額が多い，いわゆる地産地消型の傾向がうかがえる。 



※１ 観光消費総額：入洛観光客が京都市内で消費した金額の総計 

 

※２ 直接効果額：観光消費総額のうち，京都市内にとどまった額 

 

※３ 付加価値額：商品やサービスを提供するために必要な原材料以外のもの。人件費や利益等 

 

※４ 市内生産波及効果：直接効果額をもとに，市内の経済に波及した金額。 

   例：みやげ物店が売上げの一部を使って店内改装 → 工務店の売上げ増 

       （直接効果）                （波及効果） 



別紙

域外消費

家計滞留

域外調達

域外消費

家計滞留

１ ， ６ ９ ５ 億 円 ③

原材料費付加価値額原材料費

経済波及効果による付加価値の総額　４，３３６億円（③＋④）

２ ， １ １ ４ 億 円

生

産

波

及

効

果

２，６４１億円 ④

付 加 価 値 額原 材 料 費

原材料費 付加価値額 原材料費 付加価値額

京都市における観光消費による経済波及効果概念図

原材料等域外調達，所得移転
（域外流出）

１ ， ６ １ １ 億 円

付加価値額

原 材 料 費 付 加 価 値 額

直

接

効

果

域 内 留 保 額 ３ ， ７ ３ ７ 億 円
（ 京 都 市 内 で 流 通 す る 金 額 ）

２ ， ０ ４ ２ 億 円

生産波及効果総額　４，７５５億円　②

　平成１６年京都市観光消費総額　５，３４８億円　①
(観光客数4,554万4千人×一人あたりの平均消費額11.743円）

観光消費による経済波及効果の総額 １兆１０３億円 （ ①＋② ）

商品を作るために原材料以外
に必要な経費。具体的には人
件費，利益等の合計

京都市外に出ていく金額･･･例えば市外から原材料を
買っている場合等は，波及効果を生まないため波及効
果の算定には含めない


